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第 4 次上越市行政改革大綱等の取組状況等について 

 

１ 第 4次上越市行政改革大綱の概要 

・ 平成 23 年度から平成 26 年度の 4年間を計画期間とする第 4次行政改革大綱では、「『地

域主権』を生かし『多様な関係性』で育む“すこやかなまち”」を目指す姿とし、「行財

政改革による行財政運営の適正化」及び「市民社会へのアプローチによる『新しい公共』

の創造」の 2 つの重点取組を柱に据えるとともに、そのアクションプランである同推進

計画において、40 の具体的な取組項目を設定した上で改革に資する取組を進めている。 

【図表】第 4次行政改革大綱の構成 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所 管 委 員 会 総 務 常 任 委 員 会 

提 出 課 行 政 改 革 推 進 課 

 

下支え 

市民が地域の課題に対し、自発的かつ主体的に判断し、解決に向けて行動する
ことを支援します。 
・地域課題を自らのこととして考えるきっかけづくりのための地域活動支援事業の実施 

職員の育成により個々のレベルアップを図り、組織力を底上げします。 
・育成と任用が連動する人事行政の推進 ・労務環境の整備 ・基礎的な資質・能力の底上げ など 

平成 26 年度までの 4 年間の財源不足や、平成 27 年度以降の普通交付税等の減
額を考慮し、自主財源の確保や歳出削減に取り組み、財政基盤を強化します。 
①効率的で効果的な財政運営  ②公の施設の見直し  ③第三セクター等の経営改善 

④公営企業等の経営健全化  ⑤市が保有する資源を活用した歳入確保  など 

適正な職員定員管理を行うとともに、限られた職員を活用した機能的な組織機構とし
ます。 ・適正な職員定員管理 ・木田庁舎・総合事務所のあり方など組織機構の見直し 

最小の経費で最大の効果を上げることができるよう、マネジメントの質を向上します。 
・戦略的な視点を持った施策・事業の重点化  ・事業の成果等の評価による事業展開の方向付け 

２ 市民社会へのアプローチによる「新しい公共」の創造 

ＮＰＯ法人等が実施する公益性の高い活動やネットワークづくりを支援します。 
・市民がボランティア等に参加しやすい環境整備  

・ＮＰＯ・ボランティア等市民団体の公益的な活動の支援 

⑵ 多様な市民活動 

市民と行政が連携しながら、公益事業を展開します。 
・協働を提案しやすい仕組みの構築 ・協働の場づくりのためのモデル事業の実施 

⑶ 市民と行政の協働 

１ 行財政改革による行財政運営の適正化 

⑴ 近隣社会における共生 

「すこやかなまち」づくりへの取組 

⑴ マネジメントシステムの強化 

⑵ 健全財政の推進 

⑶ 組織機構改革 

⑷ 人材育成 

第 4次行政改革 ～地域主権を生かした自治体改革～ 



重点取組

大項目

中項目

小項目

具体的な取組項目

１　行財政改革による行財政運営の適正化
(１)　マネジメントシステムの強化

１　戦略的な視点を持った施策・事業の重点化 政策協議 企画政策課、財政課 ✔
目標達成は見込まれるが、毎年度実
施結果を検証し、改善を続けていく
必要があるため

● １　戦略的な視点を持った施策・事業
の重点化

２　事業の成果等の評価による事業展開の方向付け 事業評価 行政改革推進課、財政課 ✔ 目標達成は見込まれるが、課題・改
善の余地があるため ● ２　成果等の評価による事業展開の

方向付け
(２)　健全財政の推進
①　効率的で効果的な財政運営
3　事業の終期の明確化 事業評価 行政改革推進課 ✔ ● 3　事業の終期の明確化

２　第4次上越市行政改革推進計画に基づく取組の中間検証結果について
⑴　中間検証結果の概要

【推進計画に掲げた40の取組項目】 【各取組のH26の目標達成の見込み】 【第4次行政改革に基づく取組の中間検証（成果と課題）】 【第5次行革に向けた取組継続の必要性】

個別計画等 主管課

「26年度の目標」（4年間）の達成見込み 中間検証を踏まえた第5次行革での継続の必要性

Ａ：進捗は
順調であ
り、目標は
達成できる
見込み

Ｂ：課題等に
より進捗は不
十分である
が、目標は達
成できる見込
み

Ｃ：課題等
があり目標
達成は困
難

補足説明
(達成困難と見込まれる
理由等)

①現行ど
おり継続

②実施方
法等を見
直し継続

③取組項
目の設定そ
のものを見
直し継続

④継続し
ない

Ⅰ　行財政改革による行財政運営の適正化
１　マネジメントシステムの強化

２　健全財政の推進
①　効率的で効果的な財政運営

【全体の総括】
○ 第4次行政改革大綱及び同推進計画（計画期間：平成23年度～平成26
年度）の取組状況については、受益者負担の適正化など一部で進捗が不十
分な取組があったものの、全体としては、平成26年度の目指すべき姿に向
け概ね順調に進捗し、将来の財政負担の軽減等に一定の成果をあげてきた
ものと考える。
○ しかしながら、今後一層厳しさを増す財政状況を見据えると、各取組が
もたらす削減効果額は、4年間で約60億円程度であり、財源不足の解消に
は至らない。また、各年度の目標は達成しているものの、より実効性のある
取組とするために一層の工夫・改善を要する項目が少なからず見受けられ
る。
○ このことから、次期行政改革大綱等の策定に当たっては、実効性の確保

《参考》第4次行政改
革推進計画に掲げた
40の具体的取組項

✔ ●
4　各種事業計画の策定 各種整備計画 行政改革推進課 ✔ ● 4　各種事業計画の策定

5　重複・類似事業の見直し 事業評価 行政改革推進課 ✔ ● 5　重複・類似事業の見直し

6　財政調整基金の活用と確保 財政調整基金活用計画 財政課 ✔ ● 6　財政調整基金の活用と確保

手数料改定計画 財政課 ✔ ●
使用料改定計画 行政改革推進課 ✔ ●

8　市債元利償還金の繰上償還、借換 ✔ ● 8　市債元利償還金の繰上償還、借
換

9　通常分の市債発行の抑制 ✔ ● 9　通常分の市債発行の抑制

10　各種特別会計の必要性の検証と見直し 事業評価 行政改革推進課 ✔ 実態を踏まえ、見直しは不要と判断
したため ● 10　各種特別会計の必要性の検証と

見直し

11　委託効果が高い業務への民間等委託導入の推進 学校給食調理業務の民間委託計画 教育総務課 ✔ ● 11　民間等委託導入の推進

12　事業の改善・廃止計画の適切な進捗管理 改善・廃止計画 行政改革推進課 ✔ ● 12　事業の改善・廃止計画

②　公の施設の見直し
公の施設の再配置計画 行政改革推進課 ✔ ●
保育園の再配置等に係る計画 こども課 ✔ ●

14 公の施設の除却計画の作成による計画的な施設の除
却

公の施設の除却計画 用地管財課 ✔ ● 14　公の施設の除却計画の作成

③　第三セクター等の経営改善

15 市の関与度合いが高い第三セクターの経営の健全化と
今後の方向性の明確化 第三セクターの見直し方針 観光振興課、行政改革推進課 ✔ ● 15　第三セクターの経営の健全化と

今後の方向性の明確化

16　土地開発公社の債務整理推進のための具体的な対応策の検討 土地開発公社の経営の健全化に関する計画 用地管財課 ✔ 平成24年度で取組は終了 ● 16　土地開発公社の債務整理推進

④　公営企業等の経営健全化
ガス事業、水道事業、簡易水道事業

7　受益者負担の適正化7　受益者負担の適正化 受益者負担の在り方や課題整理等に
時間を要したため

公債費等縮減計画 財政課

②　公の施設の見直し

13　公の施設の利用状況等を踏まえた再配置計画の策定
と実施

③　第三セクター等の経営改善

④　公営企業等の経営健全化
ガス事業、水道事業、簡易水道事業

13　公の施設の利用状況等を踏まえ
た再配置計画の策定と実施

○ このことから、次期行政改革大綱等の策定に当たっては、実効性の確保
の観点から、全庁一丸となって取り組むべき項目はもとより、実行体制のあ
り方をあわせて検討していく必要がある。

【成果・課題】
○ マネジメントシステムの強化では、政策協議と事業評価を実施し、必
要なサービスの安定的な提供等を推進した。健全財政の推進に当たって
は、土地開発公社債務の抜本的な整理や公の施設の再配置等を進め、
将来的な財政負担の軽減を図ったが、手数料及び使用料の改定に向け
た取組が計画策定時に比べ遅延している状況にある。
○ 組織機構改革の取組では、職員数の適正化を推進するとともに、総
合事務所産業建設グループの集約を試行実施した。また、人材育成の取
組では、階層別の各種研修の実施等を通じ、職員の資質・能力の向上と
意欲、充実感を高める取組を進めた。今後は、幹部級職員の大量退職等
の課題を見据え、政策能力が高い職員の育成等に取り組む必要がある。

＜大項目１＞ 行財政改革による行財政運営の適正化

17　未納料金の縮減 ガス水道局お客様サービス課 ✔ 17　未納料金の縮減

18　民間活力の導入 ガス水道局総務課、
お客様サービス課 ✔ 18　民間活力の導入

19　企業債残高の縮減 ガス水道局総務課 ✔ 19　企業債残高の縮減

20　高い金利水準にある企業債の繰上償還 ガス水道局総務課 ✔ 平成24年度で取組は終了 20　企業債の繰上償還

病院事業

未納料金縮減計画 ✔

医師確保計画 ✔
下水道事業

22　使用料の増収 下水道接続等推進計画（公共下水道） ✔ 22　使用料の増収

23　施設管理委託料の節減 下水道汚泥減量計画（公共下水道） ✔ 23　施設管理委託料の節減

農業集落排水事業
24　使用料の増収 下水道接続等推進計画（農業集落排水） ✔ 24　使用料の増収

25　施設管理委託料の節減 下水道汚泥減量計画(農業集落排水） ✔ 25　施設管理委託料の節減

⑤　市が保有する資源を活用した歳入確保

26　市税等の収納率の向上 自主財源確保計画（収納率向上） 収納課 ✔
滞納繰越分の一部税目で目標達
成は困難と考えられるが、全体
としては、平成26年度目標は概
ね達成できると見込まれるため

● 26　市税等の収納率の向上

27　不用な資産の売却と貸付 公有財産売払・貸付計画 用地管財課 ✔
現時点では、H26年度の目標額を
超えることが困難と見込まれる ● 27　不用な資産の売却と貸付

ガス事業・水道事業・簡易水
道事業中期経営計画 ●

病院事業

21　未納料金の縮減 健康づくり推進課 ●

下水道事業

生活排水対策課 ●

農業集落排水事業

生活排水対策課 ●

⑤　市が保有する資源を活用した歳入確保

21　未納料金の縮減

意欲、充実感を高める取組を進めた。今後は、幹部級職員の大量退職等
の課題を見据え、政策能力が高い職員の育成等に取り組む必要がある。

【継続の必要性、今後の検討の視点】
○ 政策協議や事業評価のほか、健全財政の推進に資する公の施設の
再配置や公営企業等の経営健全化、また組織機構改革や人材育成の
取組など、大項目1に位置付けている取組は、一部を除き、継続の必要
性が高いと考える。
○ なお、取組の継続に当たっては、より実効性ある取組とするため、ア
プローチの手法や目標設定等の内容の精査はもとより、本来の目的や
現状に照らし、取組項目自体の整理・見直しが必要である。。

【成果・課題】
○ 市民発意による事業の支援として地域活動支援事業を推進してきた

＜大項目２＞ 市民社会へのアプローチによる「新しい公共」の創造

27　不用な資産の売却と貸付 公有財産売払・貸付計画 用地管財課 ✔ 超えることが困難と見込まれる
ため

● 27　不用な資産の売却と貸付

自主財源確保計画（特定目的基金） 財政課 ✔ ●
自主財源確保計画（有料広告） 行政改革推進課 ✔ ●

(３)　組織機構改革
29　適正な職員定員管理 ✔ 29　適正な職員定員管理

30　木田庁舎・総合事務所のあり方など組織機構の見直し ✔ 30　組織機構の見直し

(４)　人材育成
31　職員として大切にすべき価値観・基本姿勢の共有 ✔ 31　価値観・基本姿勢の共有

32　育成と任用が連動する人事行政の推進 ✔ 32　育成と任用が連動する人事行政

33　労務環境の整備 ✔ 33　労務環境の整備

34　基礎的な資質・能力の底上げ ✔ 34　基礎的な資質・能力の底上げ

35　専門性の伸長・特定専門分野のキーマン育成 ✔ 35　専門性の伸長等

２　市民社会へのアプローチによる「新しい公共」の創造
(１)　近隣社会における共生

36 地域課題を自らのこととして考えるきっかけづくりのため
の地域活動支援事業の実施 地域活動支援事業計画 自治・地域振興課 ✔ ● 36　地域活動支援事業の実施

(２)　多様な市民活動

37　市民がボランティア等に参加しやすい環境整備 ✔ 37　ボランティア等に参加しやすい環
境整備

38　ＮＰＯ・ボランティア等市民団体の公益的な活動の支援 ✔ 38　市民団体の公益的な活動の支援

(３)　市民と行政の協働

28　その他収入の確保28　その他収入の確保

３　組織機構改革

定員適正化計画 人事課 ●

４　人材育成

人材育成方針 人事課
目標達成は見込まれるが、課
題・改善の余地があるため ●

１　近隣社会における共生

２　多様の市民活動

ボランティア活動等促進計画 共生まちづくり課 ●

３　市民と行政の協働

Ⅱ　市民社会へのアプローチによる「新しい公共」の創造

【成果・課題】
○ 市民発意による事業の支援として地域活動支援事業を推進してきた
が、一層の地域活動の発展と地域振興につなげるために、本事業の見
直し等を検討する必要がある。
○ ボランティア活動や市民活動団体に関する情報発信や体験ツアー等
の実施により、市民活動を広げていくための環境を整え、また、「新しい
公共」の事例集の発行を通じて、市民への意欲喚起を図り、市民と行政
の協働の推進に一定の寄与を果たすことができた。。

【継続の必要性、今後の検討の視点】
○ 「新しい公共」の推進・構築に向けて、地域活動の促進や市民との協
働に引き続き取り組む必要があると考える。
○ なお、具体的な取組項目の設定に当たっては、現行の取組の検証結
果を踏まえ、「新しい公共」の位置付けや目的を明確にし、実効性のある
取組内容となるよう整理していく必要がある。。

＜大項目２＞ 市民社会へのアプローチによる「新しい公共」の創造

39　協働を提案しやすい仕組みの構築 ✔ 39　協働を提案しやすい仕組みの構築

40　協働の場づくりのためのモデル事業の実施 ✔ 40　協働の場づくりモデル事業の実施

計 34 6 4 6 15 7 3

協働促進計画 共生まちづくり課 ●

取組内容となるよう整理していく必要がある。。
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具体的な取組項目

－ － －

－ － －

Ｂ

１　行財政改革による行財
政運営の適正化

(１)　マネジメントシステ
ムの強化

目標達成は
見込まれる
が、毎年度
実施結果を
検証し、改
善を続けて
いく必要が
あるため。

１　戦略的な
視点を持った
施策・事業の
重点化

政策協
議

[取組内容]
・毎年度、7月から9月までの間に第5次総合計画
の進捗状況の検証と時々の行政課題の抽出を行
い、「重点施策」と最優先に取り組むべき課題
として「3つの重点テーマ」を設定した。
・重点施策と重点テーマは各年度の予算編成方
針に反映し、予算編成前の政策協議では、これ
らに基づく各部局の翌年度の取組の方向性を協
議した。
・予算編成作業において、これらの協議結果を
踏まえた施策の重点化と主要事業の選択を実施
し、翌年度の予算に反映した。
・重点化した施策や主要事業については、各年
度の「当初予算案の概要」で明らかにした。
[目標の達成状況]
・施策の重点化や主要事業の選定を行い、予算
の優先配分を行うという取組の目標は毎年達成
されているが、より一層取組の効果を高めるた
めには、協議結果と予算編成の関連付けの強化
が必要である。
[上位目標に対する有効性や貢献度]
・政策協議は、真に必要なサービスの安定的な
提供と将来への価値ある投資の実現に向け必要
な取組であることから、実施方法の改善を図り
ながらより一層効果的な取組としていくこと
で、確実にマネジメントシステムの強化につな
がるものと考える。

すこやかなまちづくりに
向け、政策に基づく施策
の推進が図られるよう、
予算編成前の政策協議に
よって、重点化する施策
及び主要事業を見直し、
翌年度の予算編成に反映
する。

重点化する施
策、その施策
を具体化する
ための主要事
業を選定し、
予算の優先配
分がされてい
る状態

・取組項目と
しては継続
・継続に当
たっては、政
策協議の本来
の目的や位置
付けを明確に
し、協議結果
を政策・施策
の重点化に確
実に反映でき
る仕組みを検
討する必要が
ある。

実施方
法等を
見直し
継続

②
○企画政
策課、財
政課

平成26年度
目標(4年間)

主管課

大項目

中項目

個別計画
等 取組内容

小項目（１）

小項目（２）

Ｐ：計画、目標

今後の取組方向

Ａ：第5次行政改革における
継続の必要性

区分

重点取組 Ｃ：平成26年度目標
(4年間)の達成見込
み

区分

補足説明
(達成困難と
見込まれる
理由等)

Ｄ：取組の現状と成果
（平成24年度又は平成25年度(見込み)までの
取組内容、目標の達成状況、上位項目に対する

取組の有効性や貢献度）

⑵　第4次行政改革推進計画に掲げた40の具体的取組項目の中間検証について

【凡例「Ｃ：平成26年度目標(4年間)の達成見込み」の区分】
Ａ：進捗は順調であり、目標は達成できる見込みである。
Ｂ：課題等により進捗は不十分であるが、目標は達成できる見込みである。
Ｃ：課題等があり目標達成は困難である。

(２)　健全財政の推進 － － －

－ － －

3　事業の終期
の明確化

事業評
価

全ての事業に
ついて終期が
検討され、終
期が設定でき
る事業は、終
期が明確に
なっている状
態

事業評価により、事業の
目的や成果を評価・検証
した上で、終期の設定を
検討する。

・平成24年度の事業評価の実施により、全ての
事業を対象に、事業の必要性や目的の達成時期
を見極め、終期設定の可否を検討した結果、322
事業について終期を設定した。
・事業の終期を明確にしたことにより、将来負
担の軽減に一定寄与することができた。

Ａ － ②

実施方
法等を
見直し
継続

・取組は継続
するが、取組
項目2との整理
を検討する。
・事業評価の
中で、終期を
より明確にす
る手法を検討
する必要があ
る。

行政改革
推進課

○行政改
革推進
課、財政
課

行政改革
推進課

①　効率的で効果的
な財政運営

Ｂ

目標達成は
見込まれる
が、課題ま
たは改善の
余地がある
ため。

②

実施方
法等を
見直し
継続

・取組項目と
しては継続
・継続に当
たっては、よ
り徹底した事
務事業の見直
しに向けた実
施方法等を検
討する必要が
ある。

・将来の財源不足を見据え、真に必要なサービ
スの安定的提供と将来への価値ある投資に資す
る取組として、平成22年度に「事務事業の総ざ
らい」を行ったほか、その評価手法に準じ、平
成23年度、24年度に「事業評価」を実施し、事
業の廃止や改善により、最少の経費で最大の効
果を発揮できる事業実施の道筋を付けることが
できた。
・事業評価の結果を新年度予算に反映すること
により、真に必要なサービスの安定的提供に資
するとともに、行財政運営の適正化に一定の寄
与を果たすことができた。
＜平成22年度事業評価＞
・対象事業数：2,001事業、うち改善・廃止事業
数：404事業
＜平成23年度事業評価＞
・対象事業数：1,953事業、うち改善・廃止事業
数：314事業
＜平成24年度事業評価＞
・対象事業数：1,676事業、うち改善・廃止事業
数：256事業

２　事業の成
果等の評価に
よる事業展開
の方向付け

事業評
価

全ての事務事
業を対象とし
て事業評価を
実施すること
により、事業
展開の方向付
けがなされた
状態

事業評価の実施により、
事務事業を必要性や効率
性等の視点で評価・検証
し、事業展開の方向付け
を行う。

・平成22年度に実施した「事務事業の総ざら
い」の結果を踏まえ、平成23年度において、相
当数の事業が想定され、計画的に事業を進めな
ければならない3分野、10のカテゴリーについ
て、全市的な視点に立った整備基準に基づき、
事業の優先度を明確にした「各種整備計画(平成
24年度～32年度)」を策定した。
・計画策定後は、財政状況に応じ、計画に基づ
き優先度の高い事業から予算配分を行ってお
り、効率的で効果的な財政運営に一定寄与して
いる。
【主な整備計画】
・道路整備計画、学校等施設整備計画、体育施
設整備計画、公の施設等除却計画

道路や学校、保育園と
いった分野ごとに、事業
の継続性や耐震化、建築
経過年数、避難所指定の
有無等の観点から評価項
目を設定した整備基準に
基づく整備計画を策定
し、整備率など地域事情
も加味した上で、事業の
優先度を設定し、財政状
況に応じて、優先度の高
い事業から実施する。

整備計画に基
づき、優先度
の高い事業か
ら実施されて
いる状態

各種整
備計画

4　各種事業計
画の策定 Ａ － ①

現行ど
おり継
続

－

設整備計画、公の施設等除却計画
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具体的な取組項目

平成26年度
目標(4年間)

主管課

大項目

中項目

個別計画
等 取組内容

小項目（１）

小項目（２）

Ｐ：計画、目標

今後の取組方向

Ａ：第5次行政改革における
継続の必要性

区分

重点取組 Ｃ：平成26年度目標
(4年間)の達成見込
み

区分

補足説明
(達成困難と
見込まれる
理由等)

Ｄ：取組の現状と成果
（平成24年度又は平成25年度(見込み)までの
取組内容、目標の達成状況、上位項目に対する

取組の有効性や貢献度）

5　重複・類似
事業の見直し

事業評
価

全ての事業に
ついて、重
複・類似事業
が検証され、
整理・統合
や、所管の見
直しが行われ
ている状態

事業評価の実施により、
重複・類似事業や制度の
整理・統合などを行う。

・平成22年度に実施した「事務事業の総ざら
い」の結果、類似事業が複数の課で実施されて
いることから、事業の整理・統合の必要性が明
らかとなり、第4次行政改革の取組で対応するこ
ととした。
・事業評価の実施により、重複・類似事業を検
証し、整理・統合の検討が必要な事業を抽出す
るとともに、その結果、整理・統合を行ったこ
とにより、将来負担の軽減に一定寄与すること
ができた。

Ａ － ②

実施方
法等を
見直し
継続

・取組自体は
継続するが、
取組項目2との
整理を検討す
る。
・事業評価の
中で、重複・
類似事業の見
直しを徹底す
る手法を検討
する必要があ
る。

行政改革
推進課

手数料
改定計
画

住民サービス
の提供に対す
る受益者負担
が適時・適正
に見直しされ
ている状態を
維持

利用上の不公平、格差が
生じないように、公平性
の確保を図りながら定期
的に手数料の見直し（原
価計算）を行い、受益者
負担の適正化を図る。

・各課に照会した各手数料に係る原価計算の結
果を踏まえ、平成23年度に基本方針（案）のた
たき台を作成し、個別の手数料の課題・問題点
について協議を進めたものの、平成24年度に基
本方針を策定するまでには至らなかった。
・引き続き、手数料のあり方を整理し、適切な
改定を行うことにより受益者負担の適正化を図

Ｃ

受益者負担
の在り方や
課題の整理
等に時間を
要したた
め。

②

実施方
法等を
見直し
継続

・取組項目と
しては継続
・継続に当
たっては、改
定（見直し）
の範囲を検討
する必要があ

財政課

財政課
6　財政調整基
金の活用と確
保

・不測の事態
に備えた財源
としてのみな
らず、将来負
担を軽減する
ための財源と
して、計画的
に活用する必
要がある。

Ａ － ①
現行ど
おり継
続

・決算剰余金等を積極的に財政調整基金に積立
ててきたことから、引き続いた豪雪や大規模災
害に基金を取り崩して対応することが可能と
なった。また、市債や公債費に準ずる債務負担
行為の繰上償還・返済や公の施設の除却経費な
どに基金を充てることにより、将来負担の軽減
にも寄与している。
・平成24年度は、前年に引き続き、大雪災害に
財政調整基金を取り崩して対応したため、財政
計画で計画した年度末残高には不足することと
なったが、今後の財政状況を見据え、平成25年
度当初予算では財政調整基金繰入金を計上せず
に編成した。
・平成27年度から始まる交付税の減額を見据
え、引き続き一定額を確保しつつ、後年度負担
の軽減につながる事業の財源として活用するこ
とにより、平成32年度以降を見据えた財政の健
全化に繋げていく。
○財政調整基金残高
【平成23年度末：5,488,316千円】
【平成24年度末：6,325,811千円】

多額の一般財源を要する
事業の財源とするため、
また、後年度の財政負担
を軽減するため、公債費
の繰上償還や公の施設の
再配置等を行うための経
費に対する財源として基
金を取り崩す一方、災害
等不測の事態に備えるた
め、標準財政規模（一本
算定ベース）の5%相当額
である25億円以上を確保
する。

基金残高25億
円以上を維持

財政調
整基金
活用計
画

維持 負担の適正化を図る。 改定を行うことにより受益者負担の適正化を図
る。

め。 する必要があ
る。

使用料
改定計
画

施設サービス
の提供に対す
る受益者負担
の割合が低い
施設使用料を
改定し、受益
者負担の適正
化が図られて
いる状態を維
持

施設の維持管理コスト及
び受益者負担の観点か
ら、同種施設毎に標準施
設使用料を設定し、それ
を基本として、施設の老
朽化度や設備等の充実度
に応じて個々の施設の使
用料を設定し適用する。

・使用料見直しの基本的な考え方の整理・検討
を進めたが、基本方針の策定及び既存施設の使
用料改定には至っていない。
・引き続き、使用料のあり方を整理し、適切な
改定を行うことにより受益者負担の適正化を図
る。

Ｃ

受益者負担
の在り方や
課題の整理
等に時間を
要したた
め。

②

実施方
法等を
見直し
継続

・取組項目と
しては継続
・継続に当
たっては、使
用料の見直し
とともに、減
免基準の見直
しの必要性を
含め検討する
必要がある。

行政改革
推進課

8 市債元利償
還金の繰上償
還、借換

実質公債費比
率16.0％以下
を維持

・市債の繰上償還
・公債費に準ずる債務負
担行為の繰上返済

・補償金免除繰上償還の前提となる「財政健全
化計画（延長計画）」の承認を受け、所要の手
続きを進めたが、国が認める当市分の平成24年
度繰上償還可能額が市の予定額を下回ったた
め、一部の繰上償還を実施できなかった。
・繰上償還額は予定額を下回ったものの、公債
費に準ずる債務負担行為の繰上返済を前倒して
実施するなど、公債費等の将来負担の軽減につ
なげることができた。
（平成24年度繰上償還実行額：5,333千円　繰上
返済実行額：102,478千円　利子軽減額：681千
円）
・これらの取組の結果、実質公債費比率や将来
負担比率も年々減少傾向にあり、合併時の状況
と比較し、財政健全化へ着実に前進している。
○実質公債費比率
【平成23年度：14.6％】
【平成24年度：14.4％】

Ａ － ②

実施方
法等を
見直し
継続

財政課

財政課

7　受益者負担
の適正化

Ａ － ②

実施方
法等を
見直し
継続

・「市債元利
償還金の繰上
償還」と「市
債発行の抑
制」の取組を
統合し、市債
発行の抑制に
重点を置きな
がら、実質公
債費比率を削
減するための
取組を継続す
る。

・通常分の市債残高は、新規発行額を償還額以
内に抑えることを原則として予算編成を行った
ことにより、残高は着実に減少し、平成23年度
末残高は727億円となり総合計画に掲げた目標は
達成したものの、平成24年度に土地開発公社の
負債を清算するため第三セクター等改革推進債
を173億円発行したことから、平成24年度末残高
は863億円となっている。なお、第三セクター等
改革推進債の発行を踏まえた平成24年10月改訂
の財政計画における平成26年度末の計画値は、
850億円である。
・市債残高の減少や予算編成時に適債事業を精
査のうえ交付税措置のある有利な起債を中心に
予算化、交付税措置のない豪雪対策債や退職手
当債などの発行は実施しないなどの取組を毎年
継続してきたことにより、実質公債費比率や将
来負担比率も年々減少傾向にあり、合併時の状
況と比較し、財政健全化へ着実に前進してい
る。
○実質公債費比率
【平成23年度：14.6％】

・普通建設事業等の市債
対象事業を精査
・交付税措置の無い市債
発行の抑制

実質公債費比
率16.0％以下
を維持

公債費
等縮減
計画

9 通常分の市
債発行の抑制

【平成23年度：14.6％】
【平成24年度：14.4％】
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具体的な取組項目

平成26年度
目標(4年間)

主管課

大項目

中項目

個別計画
等 取組内容

小項目（１）

小項目（２）

Ｐ：計画、目標

今後の取組方向

Ａ：第5次行政改革における
継続の必要性

区分

重点取組 Ｃ：平成26年度目標
(4年間)の達成見込
み

区分

補足説明
(達成困難と
見込まれる
理由等)

Ｄ：取組の現状と成果
（平成24年度又は平成25年度(見込み)までの
取組内容、目標の達成状況、上位項目に対する

取組の有効性や貢献度）

11　委託効果
が高い業務へ
の民間等委託
導入の推進

学校給
食調理
業務の
民間委
託計画

委託実施校27
校

学校給食調理業務の民間
委託等について、引き続
き安全、安心な給食を提
供できるよう、検証しな
がら実施していく。

・学校給食調理業務民間委託に関しては、平成
19年度に１校から開始し、平成25年度では人材
派遣業務委託を含め21校で実施している。委託
実施校については、立ち入り検査のほか、教育
委員会、学校長、学校栄養職員、保護者、受託
業者で構成する学校給食運営協議会で調理業務
を確認、検証している。
・人件費等の経費を削減することにより、将来
負担の軽減に寄与した。

Ａ － ②

実施方
法等を
見直し
継続

・学校給食調
理業務の民間
委託の取組は
継続する。
・当該取組以
外に民間委託
を進めるべき
業務がないか
検討が必要で
ある。

教育総務
課

12 事業の改
善・廃止計画
の適切な進捗
管理

改善・
廃止計
画

改善・廃止計
画に基づき、
事業の適切な
進捗管理がな
されている状
態

事業評価により、事業の
評価・検証を行った上
で、今後の事業の方向性
を定め、その結果を改
善・廃止計画に反映する
とともに、計画の適切な
進捗管理を行う。

・平成22年度から24年度に実施した事業評価の
結果を「改善・廃止計画」に反映し、計画に基
づく各取組の適切な進捗管理を行うとともに、
事業評価結果の新年度予算への反映に努め、必
要な事業に所要の予算配分を行った。
・「改善・廃止計画」に基づく事業の適切な進
捗管理を行ったことにより、最少の経費で最大
の効果を発揮できる行財政運営に一定寄与する

Ａ － ②

実施方
法等を
見直し
継続

・取組は継続
するが、取組
項目2との整理
を検討する。

行政改革
推進課

行政改革
推進課

・平成22年度に実施した「事務事業の総ざら
い」の結果、事業規模の小さい特別会計を一般
会計化することにより、必要な措置を柔軟に対
応できる体制整備が課題とされた。
・この課題を解決するための取組を第4次行政改
革に位置付け、事業評価の実施により特別会計
の必要性と一般会計化の検討を行うこととし
た。
・このため、平成23年度の事業評価において、
故障による風力発電施設の低い稼働率を起因と
し、一般会計からの繰入が常態化している等の
理由から、地球環境特別会計の一般会計化の可
否について検討を重ねてきたが、起債償還期間
や第三者に対する収支の分かりづらさなどの理
由から一般会計化には至っていない。
・なお、その他の特別会計については、法令に
よる規定や事業終了時期が明確であるなど、一
般会計化の必要性はないと考えている。

事業評価により、特別会
計の必要性を検証し、一
般会計への統合等を検討
する。

全ての特別会
計について、
必要性の検討
が終了してい
る状態

事業評
価

10 各種特別
会計の必要性
の検証と見直
し

Ｃ

検討は行っ
たが、実態
を踏まえ見
直しは不要
と判断した
ため。

④ 継続しない －

進捗管理を行う。 の効果を発揮できる行財政運営に一定寄与する
ことができた。

－ － －

公の施
設の再
配置計
画

約1,000ある
公の施設のう
ち、概ね1割
の施設が再配
置（統廃合
等）されてい
る状態（実質
再配置対象約
600施設）

生活圏内での利用状況な
どを踏まえながら、設置
目的がより効果的に実現
できる管理運営形態を検
討し、公の施設の再配置
を進める。

・平成23年10月に「上越市公の施設の再配置計
画」を策定し、譲渡先や関係地域協議会等との
合意形成を図った上で、譲渡や廃止等を行う取
組を進めている。
・平成24年度は、53施設の再配置を実施した。
平成25年度は、14施設の再配置を見込んでお
り、これらの取組により、行財政運営の適正化
に一定の寄与を果たすことができた。

Ａ － ②

実施方
法等を
見直し
継続

・取組項目と
しては継続
・継続に当
たっては、施
設の再配置(統
廃合等)の実施
と合わせ、施
設の計画的な
保全や維持管
理の効率化等
を検討する必
要がある。

行政改革
推進課

14 公の施設
の除却計画の
作成による計
画的な施設の
除却

公の施
設の除
却計画

・活用されて
いない施設が
除却され不必
要な維持管理
費が生じな
い。
・除却後の土
地が適正に利
活用されてい
る又は売却さ
れている。

・各施設の状況を把握し
計画的な除却を実施して
行く。
・除却後の土地の利活用
及び売却についても並行
して進める。

・平成23年度に各施設の状況を把握し、除却計
画(優先順位化)を策定した。
・平成24年度には、計画に登載されている47施
設のうち18施設の解体・撤去を実施した。ま
た、2施設については調査・実施設計を完了し今
後の解体工事への準備を進めた。
・財政状況を見据え、解体可能な施設を実施時
期を前倒しし行ったことで、施設の維持管理費
の削減ができ、財政負担の軽減が図られた。

Ａ － ①
現行ど
おり継
続

・施設の除却
に当たって
は、跡地利用
の考え方も含
め、計画的に
進めていく必
要がある。

用地管財
課

②　公の施設の見直し

Ａ －
現行ど
おり継
続

－ こども課

・児童数が減少し、集団保育が困難になってい
た下正善寺保育園について、地域や保護者の同
意が得られたことから、計画を前倒しし、平成
24年度をもって廃止した。
・児童に対しては、認可保育園における集団保
育の場や平準的な保育サービスを提供すること
ができた。また、園の廃止に伴い、17,546千円
（平成23年度決算ベース）の歳出削減を図るこ
とができた。
・谷浜・桑取地区新保育園整備事業では、地域
や地権者との課題に対応するとともに、用地取
得や実施設計、地質調査等を行った。平成25年
度は、用地造成工事を行うとともに、建築工事
に着手し、平成26年度の新保育園の開園に向け
て整備を進めている。
・東城保育園の民営化については、社会福祉法
人との協議を継続した。

施設の老朽化等に対応す
るため、早急に保育園施
設の改築を進める必要が
あるが、少子化に伴う児
童数の減少や厳しい市の
財政状況から、現状のま
ま改築や新築をすること
は困難である。
児童数の将来予測や保育
園のあり方検討委員会の
意見書で示された規模・
配置等を踏まえ、保護者
をはじめとする地域住民
や私立保育園等の意見を
伺いながら、民営化の選
択も方策の一つとして公
立保育園の統廃合・再編
に取り組む。

公立保育園数
49園⇒45園

13　公の施設
の利用状況等
を踏まえた再
配置計画の策
定と実施

保育園
の再配
置等に
係る計
画

①

れている。
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具体的な取組項目

平成26年度
目標(4年間)

主管課

大項目

中項目

個別計画
等 取組内容

小項目（１）

小項目（２）

Ｐ：計画、目標

今後の取組方向

Ａ：第5次行政改革における
継続の必要性

区分

重点取組 Ｃ：平成26年度目標
(4年間)の達成見込
み

区分

補足説明
(達成困難と
見込まれる
理由等)

Ｄ：取組の現状と成果
（平成24年度又は平成25年度(見込み)までの
取組内容、目標の達成状況、上位項目に対する

取組の有効性や貢献度）

－ － －

15 市の関与
度合いが高い
第三セクター
の経営の健全
化と今後の方
向性の明確化

第三セ
クター
の見直
し方針

第三セクター
の経営基盤が
強化され、持
株会社に参加
した子会社の
経営状況が改
善されている
状態（単年度
黒字の計上又
は単年度の赤
字幅の縮減）

市が50％以上出資する会
社法法人を経営統合（持
株会社化）し、事業連携
による売上高の増加、共
同仕入れによる売上原価
の抑制、人員の流動化に
よる人件費の抑制などを
行い、経営の効率化を図
る

・平成24年10月から第三セクター7社による「持
株会社設立準備会」を組織し、持株会社の設立
に向けた準備作業を経て、平成25年9月2日に持
株会社を設立した。
・今後、持株会社化によるスケールメリットを
追求し、第三セクターの損益構造の改善を行
い、経営の効率化を図っていく。

Ａ － ②

実施方
法等を
見直し
継続

・取組項目と
しては継続
・継続に当
たっては、持
株会社による
経営統合に参
画していない
第三セクター
の経営改善の
あり方も含め
検討する必要
がある。

○観光振
興課、行
政改革推
進課

16　土地開発
公社の債務整
理推進のため
の具体的な対
応策の検討

土地開
発公社
の経営
の健全
化に関
する計
画

土地開発公社
の経営の健全
化

公社の経営の健全化
・公社経営健全化計画に
基づく支援措置（平成24
年度まで）
保有地の削減（市による
買戻し、民間売却）
借入金利子への補助金に
よる補填
・抜本的な債務整理の研
究及び実施（第三セク
ター等改革推進債の活用
など

・上越市土地開発公社の経営健全化計画に基づ
く市の買戻しと民間への売却の実施及び公社借
入金利子への補助
・第三セクター等改革推進債の借入れにより、
公社債務を解消した上で公社を解散
（三セク債発行額  17,329,100千円）
・経営が悪化していた土地開発公社債務を返済
したことにより、市が抱えていた突発的な財政
負担の危険性を回避することができ、また借入
利息においても、低利率で借入れできたこと、
特別交付税の措置により財源補填されるなど健
全財政の推進に寄与している。
・公社から継承した土地の活用等については、
「公有財産売払・貸付計画」に位置付ける。

Ａ

当初計画ど
おり、三セ
ク債を発行
し、公社債
務を解消し
たため、平
成24年度で
取組は終
了。

④ 継続しない －
○用地管
財課、財
政課

－ － －

－ － －ガス事業、水道事
業、簡易水道事業

③　第三セクター等
の経営改善

④　公営企業等の経
営健全化

取組項
目の設
定その
ものを
見直し
継続

ガス水道
局お客様
サービス
課

財政の健全化及び公平な
負担の原則から、停止処
分を継続的に実施すると
ともに、料金徴収業務委
託により民間のノウハウ
も活用しながら、未納金
の回収に努める。

平成26年度末
未納金残高
＜ガス＞
39,523千円
（平成22年度
末比100万円
縮減）
＜水道＞
38,987千円
（平成22年度
末比40万円縮
減）
＜簡易水道＞
918千円（平
成22年度末比
20万円縮減）

17 未納料金
の縮減

ガス事
業・水
道事
業・簡
易水道
事業中
期経営
計画

○取組内容
・民間的経営手法を活用した方が効率的である
料金徴収業務を委託した。
○目標の達成状況
・平成23年度から料金徴収業務を委託し、特に
収納率の向上において成果が得られた。
＜平成22年度収納率（委託 前年）＞
・現年度:99.65％、過年度:96.34％
＜平成23年度収納率（委託1年目）＞
・現年度:99.69％（対前年比+0.04％）、過年
度:97.04％（対前年比+0.70％）
＜平成24年度収納率（委託2年目）＞
・現年度:99.74％（対前年比+0.05％）、過年
度:97.48％（対前年比+0.44％）
○上位項目に対する取組の有効性や貢献度
・経営の健全化には「収入の確保・増加」と
「支出の抑制・削減」が必要であるが、料金徴
収業務を委託することにより、料金収入の確保
が図られており、経営健全化に貢献していると
考える。

民間的経営手法の活用に
ついて検討・導入を進め
る。

民間のノウハ
ウを活用した
方が効率的で
ある業務につ
いて整理を行
い、事業の効
率化が図られ
ている状態

18 民間活力
の導入

○取組内容
・財政の健全化及び公平な負担の原則から、停
止処分を継続的に実施するとともに、料金徴収
業務委託により民間のノウハウも活用しなが
ら、未納金の回収に努めた。
○目標の達成状況
<平成23年度：平成22年度末比未納金縮減額>
・ガ ス 事 業 ：  28万円（目標25万円）
・水 道 事 業 ：  70万円（ 〃  10万円）
・簡易水道事業：▲41万円（ 〃   5万円）
※大島区あさひ荘倒産による影響額（47万円）
を含む。
<平成24年度：平成23年度末比未納金縮減額>
・ガ ス 事 業 :▲221万円（目標25万円）
※大口需要家の支払遅延のため。
・水 道 事 業 ： 127万円（ 〃 10万円）
・簡易水道事業：▲27万円（ 〃  5万円）
※大島区あさひ荘倒産による影響額（47万円）
を含む。
○上位項目に対する取組の有効性や貢献度
・平成24年度は、大口需要家の営業不振等によ
る支払遅延のため一部目標未達成とはなってい
るものの、全体としては未納金縮減により健全
経営の維持に貢献することができた。

Ａ －

○ガス水
道局総務
課、お客
様サービ
ス課

③

・公営企業(ガ
ス事業、水道
事業、簡易水
道事業)の経営
健全化に向け
ては、必要な
取組の一部を
切り取って掲
げるのではな
く、それぞれ
の経営計画と
リンクした項
目を整理した
上で設定する
必要がある。

Ａ －
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具体的な取組項目

平成26年度
目標(4年間)

主管課

大項目

中項目

個別計画
等 取組内容

小項目（１）

小項目（２）

Ｐ：計画、目標

今後の取組方向

Ａ：第5次行政改革における
継続の必要性

区分

重点取組 Ｃ：平成26年度目標
(4年間)の達成見込
み

区分

補足説明
(達成困難と
見込まれる
理由等)

Ｄ：取組の現状と成果
（平成24年度又は平成25年度(見込み)までの
取組内容、目標の達成状況、上位項目に対する

取組の有効性や貢献度）

ガス水道
局総務課

水道事業及び
簡易水道事業
の企業債にお
ける高い金利

○取組内容
・中期経営計画で定めた財政収支計画の下、企
業債償還金以内での借入を行い、企業債残高の
縮減を図っていく。
○目標の達成状況
＜平成23年度末企業債残高＞
・ガス事業
　55億1,895万円（前年度比7,581万円減）
・水道事業
　 136億2,150万円(前年度比8,156万円減)
・簡易水道事業
　34億4,312万円(前年度比2,641万円減)
＜平成24年度末企業債残高＞
・ガス事業
　54億2,683万円（前年度比9,212万円減）
・水道事業
　135億1,731万円(前年度比1億419万円減)
・簡易水道事業
　34億2,349万円(前年度比 1,963万円減)
※各事業ともに前年度残高を上回らない状態と
なっており、目標を達成している。
○上位項目に対する取組の有効性や貢献度
・企業債残高を縮減していくことで、将来的な
支払利息が軽減されていくことから、各事業の
経営健全化に貢献している。

Ａ

当初計画ど
おり、国の
繰上償還制
度の終了に
伴い、平成

20 高い金利
水準にある企
業債の繰上償

計画的な財政収支計画の
下、企業債の借入を行
う。

＜ガス＞　平
成22年度末比
4億2,600万円
縮減
＜水道＞　平
成22年度末比
4億4,400万円
縮減
＜簡易水道＞
平成22年度末
比4,200万円
縮減

19 企業債残
高の縮減

○取組内容
・水道事業、簡易水道事業において高い金利水
準にある企業債を国の補償金免除繰上償還制度
を活用して、繰上償還及び借換を行うもの。
・平成23年度は利率6.0%以上、平成24年度は利
率5.0%以上の企業債が対象。
○目標の達成状況（繰上償還及び借換を実施し
たことによる利子軽減額）
＜平成23年度＞
・水道事業 目標:2,709万円、実績:2,904万円
・簡易水道事業 目標:399万円、実績:421万円
＜平成24年度＞

水道事業及び簡易水道事
業の利率5.0%以上の企業
債を平成24年度までに解

Ａ － ガス水道
局総務課

病院事業 － － －

未納料
金縮減
計画

収納率99.5％

低所得者層の患者を多く
抱えている実態からする
と、医業未収金の発生は
やむを得ない事情もあ
り、特に生活困窮者から
の医療費の徴収は困難と
なっているが、支払相談
による分割納付や悪質な
滞納者に対する訪問収
納、訪問督促を積極的に
実施することにより収納
率の向上を図る。

・病院事業会計の経営健全化に資する取組とし
て、上越地域医療センター病院の未納料金の縮
減を図るため、退院時精算の徹底、支払誓約書
の提出及び支払相談の実施や訪問収納及び訪問
督促の実施などに取り組んだ。
・目標には至らなかったが、未納料金縮減計画
を遂行するとともに病院の健全経営に努めた。
＜平成22年度＞
・未納料金収納率実績：99.2％
＜平成23年度＞
・未納料金収納率実績：98.6％
＜平成24年度＞
・未納料金収納率実績：99.2％

Ａ － 健康づく
り推進課

局総務課

健康づく
り推進課

ける高い金利
水準が解消さ
れた状態

21 未納料金
の縮減

取組項
目の設
定その
ものを
見直し
継続

・公営企業(病
院事業)の経営
健全化に向け
ては、必要な
取組の一部を
切り取って掲
げるのではな
く、それぞれ
の経営計画と
リンクした項
目を整理した
上で設定する
必要がある。

③

伴い、平成
24年度で取
組は終了。

業債の繰上償
還 ＜平成24年度＞

・水道事業 目標:5,234万円、実績:5,514万円
・簡易水道事業 目標:1,760万円、
実績:1,885万円
○上位項目に対する取組の有効性や貢献度
・水道事業、簡易水道事業ともに各年度で目標
を上回る実績となり、公営企業等の経営健全化
に資する取組となった。また、支払利息の軽減
は収益的収支に直接的に影響があるため、貢献
度は高い。

債を平成24年度までに解
消する。

Ａ －

・病院事業会計の経営健全化に資する取組とし
て、大学医局への要請や関係機関との情報交
換、医師間のつながりを活用するなどして医師
招へい活動に進め、医師の確保に取り組んだ。
＜平成22年度＞
・常勤医師数：8名体制
＜平成23年度＞
・常勤医師数：7名体制
＜平成24年度＞
・常勤医師数：10名体制

・医療法に定める医師は
一標準数の7割を割り込
むと、入院基本料の10％
が削減されるなど病院経
営に多大な影響を及ぼ
す。
・医師の確保は病院経営
の根幹をなすことから、
大学医局への要請や関係
機関との情報交換、医師
間のつながりを活用する
など、積極的な招聘活動
を進めていく。
※平成23年4月1日現在の
医師配置標準数10.82人
→医師数8.52人（常勤医
師数7人＋非常勤医師数
1.52人）、充足率78.7％

常勤医師10名
体制

医師確
保計画
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具体的な取組項目

平成26年度
目標(4年間)

主管課

大項目

中項目

個別計画
等 取組内容

小項目（１）

小項目（２）

Ｐ：計画、目標

今後の取組方向

Ａ：第5次行政改革における
継続の必要性

区分

重点取組 Ｃ：平成26年度目標
(4年間)の達成見込
み

区分

補足説明
(達成困難と
見込まれる
理由等)

Ｄ：取組の現状と成果
（平成24年度又は平成25年度(見込み)までの
取組内容、目標の達成状況、上位項目に対する

取組の有効性や貢献度）

下水道事業 － － －

生活排水
対策課

22 使用料の
増収

・事業完了区域におい
て、長期未接続世帯の多
い地域等を接続推進重点
地域として選定し、接続
推進員による戸別訪問で
接続の推進を図るほか、
供用開始後3年未満の世
帯に対しても速やかな接
続を推進する。
・事業中及び事業予定区
域においては、関係課と
連携し、市民に工事の完
了予定時期等の情報を適
宜提供するなど、供用開
始後の速やかな接続をあ
らかじめ周知する。
・生活排水が起因する悪
臭等の苦情が多く発生し
ている地域についても重
点的に接続を推進する。
・きめ細やかな相談・啓
発等を積極的に行う。
（高齢者向け住宅フォー
ム制度の紹介、高齢者支
援課との連携等）
・ＰＲ強化月間を設定
し、推進活動を重点的に
展開する。
・水洗化率を上げるため
の方策の一つである排水
設備設置資金融資制度の
在り方について、接続相
談の状況や平成23年度の
新規融資申込者の状況等
を見極め、融資対象期間
の設定について検討を行
う。

・平成24年度使用料収入は、2,113,351千円とな
り、同年の目標を29,976千円上回り、水洗化率
も92.1％を達成した。
・平成24年度は、ＰＲ強化月間の接続促進活動
や生活排水処理推進員の戸別訪問を実施し、水
洗化率の向上に努めた。

○生活排水処理推進員の戸別訪問件数
・延べ3,322件
○平成24年度の接続世帯数
・800件　うち、生活排水処理推進が訪問した世
帯の接続件数262件（32.77％）

Ａ －

③

2,150,818千
円の使用料歳
入を目指す。

下水道
接続等
推進計
画（公
共下水
道）

取組項
目の設
定その
ものを

・公営企業(下
水道事業)の経
営健全化に向
けては、必要
な取組の一部
を切り取って
掲げるのでは
なく、それぞ

H23目標 H23実績 H24目標 H24実績

2,083,375千円 2,113,351千円

91.30% 91.30% 92.10% 92.10%

項目

使用料収入

水洗化率

2,048,527千円 2,055,482千円

平成26年度に
おける発生汚
泥量は年間
7,095tが見込
まれている
（平成22年度
比較559t増）
このため、発
生汚泥量削減
に向けた施設
整備と効率的
な処理運転に
より262tの汚
泥の減容を図
り、汚泥処理
費5,764千円
の節減を図
る。

・全処理場発生汚泥量の
約8割を占める下水道セ
ンター（合併前上越市に
設置）では、消化タンク
増設による汚泥ガス化及
び遠心脱水機の効率的活
用による減容を図る。
・6か所の浄化センター
（浦川原区などに設置）
では、処理規模の違いか
ら下水道センターと同様
な対応ができないため、
水処理工程での汚泥減容
について、各施設規模に
応じた減容方法や費用、
効果などの検討を行って
いく。

・下水道センターでは、汚泥全量の消化タンク
投入と遠心脱水機2号機の効率的な運転により、
発生汚泥量の削減目標を達成した。
・浄化センターの汚泥削減については、化学処
理方法の減容化技術による装置の導入費用や効
果について検討を行った。

下水道
汚泥減
量計画
（公共
下水
道）

生活排水
対策課

23 施設管理
委託料の節減 Ａ －

ものを
見直し
継続

なく、それぞ
れの経営計画
とリンクした
項目を整理し
た上で設定す
る必要があ
る。

6,433

汚泥処理費節減額

汚泥の減容量

改善後汚泥量

249

5,478 千円 7,810

H24実績H24目標

改善前汚泥量

流入水量

区分 H23目標 H23実績

11,439,154

6,877

6,626

11,551,338

6,781

11,240,000

6,743

6,494

㎥

㎥

㎥

㎥

㎥

㎥

㎥

千円

11,362,052

6,678

6,323

355㎥ 348

7,656

㎥

㎥

㎥

㎥

千円

251

5,522

㎥

㎥

㎥

㎥

千円
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具体的な取組項目

平成26年度
目標(4年間)

主管課

大項目

中項目

個別計画
等 取組内容

小項目（１）

小項目（２）

Ｐ：計画、目標

今後の取組方向

Ａ：第5次行政改革における
継続の必要性

区分

重点取組 Ｃ：平成26年度目標
(4年間)の達成見込
み

区分

補足説明
(達成困難と
見込まれる
理由等)

Ｄ：取組の現状と成果
（平成24年度又は平成25年度(見込み)までの
取組内容、目標の達成状況、上位項目に対する

取組の有効性や貢献度）

農業集落排水事業 － － －

生活排水
対策課

下水道
接続等
推進計
画（農
業集落
排水）

24 使用料の
増収

③

取組項
目の設
定その
ものを
見直し
継続

・公営企業(農
業集落排水事
業)の経営健全
化に向けて
は、必要な取
組の一部を切
り取って掲げ
るのではな
く、それぞれ
の経営計画と
リンクした項
目を整理した
上で設定する
必要がある。

25 施設管理
委託料の節減

・現在搬出している濃縮汚泥は、含水率98.5％
と大部分は水であるため、汚泥減容化装置を導
入することにより、汚泥搬出量を減らし、処理
費用に対するコスト縮減を図るもの。
・汚泥減容化は、発生汚泥量が多い処理場ほど
コスト縮減効果が大きくなるため、流入汚水量
に対して発生汚泥量が比較的多い処理場から導
入を図ってきた。
・維持管理経費の削減が図られたことから、健
全財政への貢献に一定の寄与を果たすことがで
きた。

＜平成23年度実施処理場＞
・三郷地区処理場、北諏訪地区処理場、津有北
部諏訪地区処理場：合計3処理場

Ａ －

・平成24年度使用料収入は、552,104千円とな
り、目標を13,936千円下回り、水洗化率も前年
度比0.2ポイント低下の91.5％となった。
・農業集落排水事業は、平成19年度に事業が完
了したことにより、新規供用開始地区もなく、
また、定住人口の減少に伴い、使用水量（上水
道）が減少したことにより、使用料の増収に結
び付かなかった。
・このような状況の中、新規の接続に努めたも
のの、人口減に伴い供用世帯数、接続世帯数が
共に減少したことにより、水洗化率も低下し
た。

○生活排水処理推進員の戸別訪問件数
・延べ366件
○平成24年度の接続世帯数
・60件　うち生活排水処理推進員が訪問した世
帯の接続件数8件（5.09％）

・未接続世帯の多い地域
等を接続推進重点地域と
して選定し、接続推進員
による戸別訪問で接続の
推進を図る。
・きめ細やかな相談・啓
発等を積極的に行う。
（高齢者向け住宅リ
フォーム制度の紹介、高
齢者支援課との連携）
・ＰＲ強化月間を設定
し、推進活動を重点的に
展開する。
・水洗化率を上げるため
の方策の一つである排水
設備設置資金融資制度の
在り方について、接続相
談の状況や平成23年度の
新規融資申込者の状況等
を見極め、融資対象期間
の設定について検討を行
う。

537,365千円
の使用料歳入
を目指す。

Ａ －

生活排水
対策課

現状の処理方法では、平
成26年度の汚泥量は
19,541㎥が見込まれてい
る。このため平成21年度
から試験的に導入を行っ
てきた汚泥減容装置につ

現在3施設で
導入している
汚泥減容装置
について経費
削減効果が認
められること
から、平成24

下水道
汚泥減
量計画
（農業

水洗化率 91.70% 91.70% 92.40% 91.50%

H24目標
566,040千円

H24実績
552,104千円

項目
使用料収入

H23目標
563,683千円

H23実績
553,258千円

－ － －
⑤　市が保有する資
源を活用した歳入確
保

委託料の節減 部諏訪地区処理場：合計3処理場
＜平成24年度新規導入処理場＞
・高士東部地区処理場、頸城中部地区処理場：
合計5処理場

Ａ － 対策課

・取組項目と
しては継続
・当該取組の
実効性を高め
るため、手法
だけではなく
体制整備もあ
わせて検討す
る必要があ
る。
・目標の設定
内容（項目、
考え方）を整
理・検討し、
適切な目標を
設定する。

収納課

てきた汚泥減容装置につ
いて、計画的に導入施設
を拡大し、3,283㎥の減
容を図り、汚泥引抜処理
費7,830千円を節減す
る。

から、平成24
年度以降計画
的に導入を進
め、汚泥引抜
処理費7,344
千円の節減を
図る。

（農業
集落排
水）

26 市税等の
収納率の向上

・納税者の利便性の向上を図り、納期内納付を
促進するため、平成24年度から軽自動車税のコ
ンビニ収納を導入し、平成25年度から市・県民
税及び固定資産税、国民健康保険税に拡大する
準備を整えた。
・目標達成のため、きめ細かな納税相談や財産
差押等の法的手段を厳正に行使するとともに、
新たな滞納の発生を抑制するため、平成23年度
に市税等の充当基準を見直し、現年度課税分の
徴収を強化した。
・滞納繰越分の一部で目標を達成できなかった
が、現年課税分及び滞納繰越分ともに、合計の
収納率は目標を達成していることから、自主財
源の確保に一定の寄与を果たすことができた。
＜平成22年度＞
○現年度課税分　合計 97.79%
(市税 98.53%、国保税 92.22%、
保育料 99.13%、住宅使用料 98.42%）
○滞納繰越分　合計 19.01%
(市税 20.12%、国保税 17.20%、
保育料 20.68%、住宅使用料 27.17%）
＜平成23年度＞
○現年度課税分　合計 97.93%
(市税 98.66%、国保税 92.81%、
保育料 99.21%、住宅使用料 97.78%）
○滞納繰越分　合計 18.13%
(市税 19.90%、国保税 15.86%(▲0.95%)、
保育料 20.95%、住宅使用料18.69%(▲8.99%)）
＜平成24年度＞
○現年度課税分　合計 98.10%
(市税 98.77%、国保税 93.33%、
保育料 99.14%、住宅使用料 99.16%）
○滞納繰越分　合計 18.41%
(市税 19.50%、国保税 17.17%、
保育料 18.33%(▲0.73%)、住宅使用料
18.26%(▲9.42%)）

・初期滞納者や生活困窮
者に対しては、きめ細か
な納税相談や分割納付の
対応を行うとともに、長
期にわたる滞納者、高額
化する滞納者に対して
は、法的手段の行使によ
り税収の確保を図る。
・平成23年度の目標値
は、過去の収納実績を参
考に定め、コンビニ収納
導入に伴う収納率向上や
滞納整理の取組強化によ
り、最終年度の平成26年
度には現年課税分収納率
0.04ポイント、滞納繰越
分収納率0.01ポイント以
上向上させる。

○現年課税分
収納率：
合計97.80％
・市税
98.49％
・国民健康保
険税92.29％
・保育料
99.07％
・住宅使用料
97.56％

○滞納繰越分
収納率：
合計18.42％
・市税
19.49％
・国民健康保
険税16.81％
・保育料
19.06％
・住宅使用料
27.68％

自主財
源確保
計画
（収納
率向
上）

Ａ

滞納繰越分
の一部税目
で目標達成
は困難と考
えられる
が、全体と
しては、平
成26年度目
標は概ね達
成できると
見込まれる
ため。

②

実施方
法等を
見直し
継続

区分

3,350,204
18,598

17,416

1,182

千円

H23目標 H23実績

㎥
㎥

2,996千円2,738

㎥
㎥

㎥

㎥

3,331,566
19,306

18,156

1,150

H24目標 H24実績

19,391

17,435

18,484

16,460

㎥

㎥

㎥

㎥

3,346,260 ㎥ 3,332,051

㎥

千円

流入水量
改善前汚泥量

改善後汚泥量

汚泥の減容量

汚泥引抜処理費節減額

㎥

1,956

5,203

2,024

6,226

㎥

千円

㎥

㎥

18.26%(▲9.42%)）
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具体的な取組項目

平成26年度
目標(4年間)

主管課

大項目

中項目

個別計画
等 取組内容

小項目（１）

小項目（２）

Ｐ：計画、目標

今後の取組方向

Ａ：第5次行政改革における
継続の必要性

区分

重点取組 Ｃ：平成26年度目標
(4年間)の達成見込
み

区分

補足説明
(達成困難と
見込まれる
理由等)

Ｄ：取組の現状と成果
（平成24年度又は平成25年度(見込み)までの
取組内容、目標の達成状況、上位項目に対する

取組の有効性や貢献度）

27 不用な資
産の売却と貸
付

公有財
産売
払・貸
付計画

平成23年度か
ら26年度まで
累計
2,207,330千
円の売却・貸
付

・売却可能資産について
売却の難易による優先順
位をつけ計画的な売却を
進める。
・遊休財産の情報を発信
し売却・貸付を推進す
る。

○年次計画により売却を実施している。
・平成22年度：258,219千円
・平成23年度：  19,155千円
・平成24年度：433,675千円（土地開発公社から
の承継土地分:325,709千円含む）
○積極的に遊休財産の貸付けを行っている.
・平成22年度：  99,507千円
・平成23年度：  98,709千円
・平成24年度：150,435千円（土地開発公社から
の承継土地分:40,570千円含む）
※各年度実績数値は決算書数値による
・平成24年度は、土地開発公社からの承継土地
を含めた売却・貸付で目標額をクリアし、健全
財政の推進に寄与できた。

Ｃ

現時点で、
平成26年度
の目標額を
超えること
が困難と見
込まれるた
め。

①
現行ど
おり継
続

・当該取組の
実効性を高め
るため、具体
的な手法もあ
わせて検討す
る必要があ
る。

用地管財
課

自主財
源確保
計画
（特定
目的基
金）

特定目的基金
の適正水準の
確保

特定目的基金を計画的に
取り崩し、当該年度の歳
入を確保する。

・社会福祉施設整備基金運用益5,365千円を福祉
施設建設事業に充当するなど、平成24年度執行
に活用するとともに平成25年度予算編成におい
ても、計画に基づき充当財源として活用を図っ
た。
・基金の設置目的に照らし、運用益をそれぞれ
事業財源に充当の上、自主財源の確保に寄与す
ることができた。

Ａ － ④ 継続しない － 財政課

自主財
源確保
計画
（有料
広告）

広告収入額
9,000千円

広報じょうえつや市ホー
ムページ、市名入り封筒
など各種封筒に有料広告
を掲載する。また、新た
な広告掲載媒体の掘り起
こしなど、歳入拡大につ
ながる取組に努める。

・歳入拡大を図り、自主財源を確保するため、
市が保有する資源に有料広告を掲載している。
・平成23年度、24年度とも広告収入額の目標額
は達成している。
・広告収入の獲得により、自主財源の確保に一
定寄与をすることができた。
【広告収入額】
・平成23年度：8,499千円
・平成24年度：8,590千円

Ａ － ①
現行ど
おり継
続

・当該取組の
実効性を高め
るため、具体
的な手法もあ
わせて検討す
る必要があ
る。

行政改革
推進課

(３)　組織機構改革 － － －

28　その他収
入の確保

30 木 田 庁
舎・総合事務
所のあり方な
ど組織機構の
見直し

組織機構が簡
素で機能的と
なっている状
態

部課等からのヒアリング
や新たな行政需要などを
踏まえ、組織機構を常に
点検し、必要に応じて改
善する。

・平成24年度において、総合事務所産業建設グ
ループの集約について、議会及び地域協議会へ
丁寧に説明を行った。
・平成25年4月から13区一斉に総合事務所産業建
設グループの集約を試行実施した。
・平成26年度からの本実施に向けた取組を進め
ており、組織機構改革に寄与している。

Ａ － 人事課

・取組項目と
しては継続
・具体的な内
容の検討に当
たっては、事
務事業の見直
し等と事業評
価とリンクし
た仕組みをあ
わせて検討す
る必要があ
る。

実施方
法等を
見直し
継続

②
定員適
正化計
画

29 適正な職
員定員管理

○平成23年10月に定員適正化計画を策定
・総務省の定員回帰指標による試算値や類似団
体（特例市）との比較を参考に、人件費の抑制
という観点にも配慮し職員数の比較を参考とし
て、職員数の数値目標を設定。
・策定後は、定員適正化の方針に基づき不断の
見直しを行い、適正な職員の定員管理を行って
いるところであり、組織機構改革に寄与してい
る。
＜定員適正化の方針及び実施事項＞
・職員の意識改革
　⇒職員行動規範の作成及び運用
・事務事業の見直し
　⇒事務の能率向上に向けた取組を継続
・行政組織及び業務執行体制の見直し
　⇒総合事務所の産業建設グループの試行実施
・施設の統廃合及び民営化の推進
　⇒公の施設の再配置計画により実施
・技能労務職の削減と民間委託の推進
　⇒原則、技能労務職の退職不補充を継続。調
理業務等の民間委託の推進
・臨時・嘱託職員制度等の活用
　⇒非常勤職員の任用制度の構築。再任用職員
の拡充
・部門別の定員管理⇒各部の権限を強化
・定員適正化による職員数の数値目標及び実績
<平成24年度>目標:2,008人、実績:1,992人
<平成25年度>目標:2,003人、実績:1,991人

・総務省が主宰する研究
会が定めた定員回帰指標
との比較や当市の特殊事
情を踏まえた類似団体と
の職員数の比較を参考と
して、真に必要な職員数
を算定し、定員適正化計
画を策定する。
・策定後は、定員適正化
の方針に基づき不断の見
直しを行い、職員の定員
を適正に管理する。
（定員適正化の方針）
○事務事業の見直し
○行政組織及び業務執行
体制の見直し
○施設の統廃合及び民営
化の推進
○技能労務職の削減と民
間委託の推進
○再任用、臨時・嘱託職
員制度等の活用

Ａ －職員数
1,973人 人事課
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具体的な取組項目

平成26年度
目標(4年間)

主管課

大項目

中項目

個別計画
等 取組内容

小項目（１）

小項目（２）

Ｐ：計画、目標

今後の取組方向

Ａ：第5次行政改革における
継続の必要性

区分

重点取組 Ｃ：平成26年度目標
(4年間)の達成見込
み

区分

補足説明
(達成困難と
見込まれる
理由等)

Ｄ：取組の現状と成果
（平成24年度又は平成25年度(見込み)までの
取組内容、目標の達成状況、上位項目に対する

取組の有効性や貢献度）

－ － －

31 職員とし
て大切にすべ
き価値観・基
本姿勢の共有

職員が職員行
動規範に即し
た行動をとっ
ている状態

職員行動規範（上越アク
ション10）を市職員の模
範的行動とする基本認識
を徹底しつつ、実践を促
す。

・平成23年3月に職員行動規範（上越アクション
10）を策定し、同年4月から職員全員で「マイ
カード・自分アクション」を名札の裏に携帯さ
せ実践した。新規採用職員については、新規採
用職員研修時に、職員行動規範の策定経緯や内
容を理解させた上で取組みを実践し、その他の
職員については、新年度に移行するタイミング
で更新し実践している。
・また、各課等には、職員行動規範を職員の視
野に入りやすい場所に掲示するよう求め、全庁
的に周知を行っている。
・その結果、職員として大切にすべき価値観や
基本姿勢の共有が進んでいる。

Ｂ

目標達成は
見込まれる
が、課題ま
たは改善の
余地がある
ため。

人事課

32 育成と任
用が連動する
人事行政の推
進

意欲のある職
員に能力発現
の機会が付与
され、任用・
配置の際に見
込んだとおり
の役割を果た
している状態

・適材適所の人員配置に
より、職員個々に有する
能力の発現と更なる伸長
を助長する。
・人事異動の基本原則を
はじめ、任用・配置の基
本的考え方を職員に明示
することにより、職員
個々のキャリアデザイン
に実現可能性を付与し、
もって、モチベーション
の高揚と職員の自律的な
成長を促す。

・平成23年度からの自己申告において、原則、
職員全員を対象に上司との育成面談を必須とし
た。
・また、平成24年３月に人事異動の基本原則を
作成し、任用基準の明確化と昇任・昇格モデル
の明示を行った。
・このことにより、平成24年度からは、任用基
準に基づいた配置換えを行い、育成と任用が連
動した人事異動を実施できるようになった。

Ｂ

目標達成は
見込まれる
が、課題ま
たは改善の
余地がある
ため。

人事課

(４)　人材育成

・幹部職員の
大量退職や職
員数の削減等
の課題を踏ま

目標達成は

・職員の心身の故障を可
能な限り未然に防ぐた
め、健康診断結果に基づ
く健康指導の徹底や職員
面談・所属長ヒアリング
などを通して、メンタル
ヘルス不調者の早期発見
と対応を強化する。

・副課長級に昇任した職員を対象に、マネジメ
ントスキルの向上を目的とした階層別研修を実
施した。
・時間外勤務の適正管理に向け、各課等の具体
的な方策を確認するとともに、部の主管課が部

心身ともに健
康な職員が相

35　専門性の
伸長・特定専
門分野のキー
マン育成

自己啓発や専
門知識習得に
向けた取組意
識が高まり、
習得した知
識・技能をそ
れぞれの強み
として、業務
遂行に生かし
ている状態

自身の専門性を伸ばそう
とする意欲のある職員
に、能力の発現と伸長の
ための機会を付与すると
ともに、専門性の向上に
資する多様な学習等の活
動を支援する。

・外部機関が実施する専門的な研修や長期派遣
研修を実施し、職員の専門的な知識や技術の向
上に繋がった。
・自己啓発に伴う支援制度は、支援対象を広げ
るなど使いやすい制度へと見直し、自己研修や
グループ研修の支援を実施した。
【専門研修受講者実績】
・平成23年度：46人
・平成24年度：21人
【長期派遣者数（業務、災害を除く）】
・平成23年度：4人
・平成24年度：4人
・平成25年度：6人
【自己啓発等実績（個人、グループ）】
・平成23年度：30人、1グループ
・平成24年度：23人、2グループ

Ａ － 人事課

人材育
成方針

の課題を踏ま
えた人材育成
計画を策定
し、計画に基
づく取組を進
めていく必要
がある。
・なお、現行
計画の取組項
目については
レベル設定に
バラつきがあ
るため、人材
育成計画に基
づき取組項目
を整理してい
く必要があ
る。

取組項
目の設
定その
ものを
見直し
継続

③

目標達成は
見込まれる
が、課題ま
たは改善の
余地がある
ため。

Ｂ

目標達成は
見込まれる
が、課題ま
たは改善の
余地がある
ため。

人事課

と対応を強化する。
・管理職等のマネジメン
ト能力を高めつつ、時間
外勤務はあくまでも例外
であることを前提とした
運用の適正化を推進する
ことで、職員が心身とも
に健康でいきいきと業務
を遂行でき、かつ、ワー
ク・ライフ・バランスに
も十分配慮した労務環境
を整える。

的な方策を確認するとともに、部の主管課が部
内の各課等の状況を常に把握し、必要な調整を
行った。
・年2回、課等の長による職員との面談を実施
し、期待する役割等について話し合う場を設定
した。
・課等の長や副課長級・係長級を対象とした職
階別のメンタルヘルス研修を実施し、職員の不
調への気づきと対応に重点を置いた取組の強化
を図った。

康な職員が相
互に連携し、
チームワーク
を高めつつ、
必要な公務を
遂行している
状態

33 労務環境
の整備 Ｂ

人事課

【新規採用職員】
・新規採用時研修
・新規採用時研修Ⅱ（接遇研修）
・育成指導（OJT）研修
・新規採用職員後期研修(ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ、ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ)
【主事・主任級職員】
・2、3年目研修
・一般職員研修第1部（市町村総合事務組合）
・一般職員研修第2部（市町村総合事務組合）
【主任級職員】
・主任研修（問題解決・キャリアデザイン）
・中堅職員研修（平成24年度開催）
【係長級職員】
・係長研修（ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｽｷﾙ・ﾋｭｰﾏﾝｽｷﾙ、ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ）
・文書作成・言語表現能力向上研修
・フロアーマネージャー
【管理職（副課長級）職員】
・管理職研修（新規昇任者対象）
【課長級職員】
・課長級職員マネジメント研修
・交通安全研修

職階別研修などを通じ
て、組織的に職員の育
成・能力開発を推進する
とともに、職場での業務
の実践を通じた確認・徹
底を繰り返す中で、基礎
的な資質・能力の定着と
組織全体の底上げを図
る。

研修で得た基
礎知識・技能
が、業務上で
の活用の繰り
返しにより定
着し、組織全
体のパフォー
マンスが向上
した状態

34 基礎的な
資質・能力の
底上げ

・平成24年度：23人、2グループ
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具体的な取組項目

平成26年度
目標(4年間)

主管課

大項目

中項目

個別計画
等 取組内容

小項目（１）

小項目（２）

Ｐ：計画、目標

今後の取組方向

Ａ：第5次行政改革における
継続の必要性

区分

重点取組 Ｃ：平成26年度目標
(4年間)の達成見込
み

区分

補足説明
(達成困難と
見込まれる
理由等)

Ｄ：取組の現状と成果
（平成24年度又は平成25年度(見込み)までの
取組内容、目標の達成状況、上位項目に対する

取組の有効性や貢献度）

－ － －

－ － －

36 地域課題
を自らのこと
として考える
きっかけづく
りのための地
域活動支援事
業の実施

地域活
動支援
事業計
画

身近な地域に
おける課題の
解決を図り、
またはそれぞ
れの地域の活
力向上のため
の提案事業の
件数を増やす
とともに適切
な支援により
地域活動団体
の自立性が高
められる環境
を整える。

地域活動資金を28の地域
自治区に配分し、身近な
地域における課題の解決
を図り、またはそれぞれ
の地域の活力向上のた
め、市民の発意により実
施する事業について支援
を行い、地域自治区を活
性化するための手立ての
一つとして取り組む。

・地域課題を自らのこととして考えるきっかけ
づくりとして地域活動資金を28の地域自治区に
配分し、市民の発意により実施する事業につい
て支援を行う地域活動支援事業を実施した。
・地域の課題解決、地域の活力向上に資する取
組が推進された。
<平成22年度採択件数、採択金額>
・採択件数:284件、採択金額:173,408千円
<平成23年度採択件数、採択金額>
・採択件数:344件、採択金額:221,673千円
<平成24年度採択件数、採択金額>
・採択件数:389件、採択金額:215,122千円
<平成25年度採択件数、採択金額>
・採択件数:351件、採択金額:196,223千円

Ａ － ②

実施方
法等を
見直し
継続

・これまでの
取組を検証し
た上で、事業
内容を見直す
必要がある。
・なお、自
助・共助の機
運醸成に向
け、地域コ
ミュニティ活
性化の視点か
ら項目設定に
ついてもあわ
せて検討する
必要がある。

自治・地
域振興課

(２)　多様な市民活動 － － －

ボラン
ティア

２　市民社会へのアプロー
チによる「新しい公共」の
創造

(１)　近隣社会における
共生

・現行計画の
取組項目につ
いてはレベル
設定にバラつ
きがある。
このことを踏
まえ、「新し
い公共」や協
働を推進して
いくことに向

取組項
目の設

37 市民がボ
ランティア等
に参加しやす
い環境整備

・ボランティア活動への市民参加を促進するた
め、平成23年度と平成24年度に児童生徒に対す
る情報充実のためのボランティア情報に関する
チラシやポスターを小・中学校に配布したほ
か、平成24年度には市民向けのボランティア体
験ツアーを実施した。
＜ボランティアセンターを介してのボランティ
ア活動件数＞
・平成23年度:201件※
・平成24年度:81件
※平成23年度は社会活動参加促進コーディネー
ター2人をセンターに配置し、ボランティアコー
ディネート等の業務を行ったため、活動件数が
多かった。
<ボランティア活動について学んだ小中学校数>
・平成23年度:7件
・平成24年度:2件
・ＮＰＯ・ボランティアセンターを介した活動
件数は減っているものの、平成23年度にボラン
ティアや市民活動団体の情報を発信するホーム

・広報紙やホームページ
等を活用し、多様で参加
しやすいボランティアメ
ニューを紹介するととも
に、ボランティア本来の
意義やボランティア活動
に参加した感想など、関
連情報を発信すること
で、ボランティア活動へ
の市民参加を促進する。
・小中学校でボランティ
アに関する学習の機会を
設けるなど、児童生徒に
向けた普及啓発活動を行

共生まち
づくり課

ボランティア
に関する情報
を随時提供す
ることがで
き、かつ、ボ
ランティア活
動に参加しや
すいような多
様な参加パ
ターンのボラ
ンティアメ
ニューが増
え、市民がボ
ランティア活
動に参加しや

Ａ －

38　ＮＰＯ・
ボランティア
等市民団体の
公益的な活動
の支援

市民活動団体
が市民から理
解され、活動
が安定してい
る状態

市民活動団体等への市民
の理解が深まるととも
に、支援を通じて安定的
に活動するための体力を
備えるよう、団体等の情
報を広く発信できる仕組
みを構築する。

・ＮＰＯ・ボランティア等市民団体の公益的な
活動を支援するため、平成23年度にホームペー
ジ「ハンドシェイク」を開設し、市民活動団体
の情報発信等を行ったほか、平成24年度に市民
対象のボランティア体験ツアーを実施し、ＮＰ
Ｏ法人の活動現場を視察・体験することで、市
民活動団体等の取組に対する理解を深めた。
＜ボランティア体験ツアー参加者数＞
・平成24年度:18人
・市民プラザ内の市民活動室や印刷室など、活
動の場を提供することで、様々な分野の市民活
動を支援した。

Ａ － 共生まち
づくり課

（３）　市民と行政の協働 － － －

39 協働を提
案しやすい仕
組みの構築

地域の課題や
公共の課題に
対し、市民と
行政が協働し
て、その解決
に向けて取り
組んでいる状
態

地域の課題や公共の課題
に対し、市民が行政と協
働して取り組む際に相談
できる窓口を明確にする
とともに、市民と行政が
協働して公益事業を実施
することで、その効果を
高め継続的な地域活動を
実現する。

・当初の推進計画では、平成23年度に協働提案
制度の構築を予定し、他の自治体の取組を参考
に検討してきたが、「協働を提案しやすい仕組
み」のあり方を改めて検討する必要が生じたた
め、平成24年度から26年度までの計画の見直し
を行った。
・平成24年度にＮＰＯ、市民活動団体及び13区
住民組織との意見交換を行い、市職員への協働
に関する意識啓発や現行制度の活用等により協
働しやすい環境整備を進めるとともに、地域の
課題解決に向けた取組を紹介した「新しい公共
事例集」を発行し、市民への意欲喚起を図った
ことにより、市民と行政との協働の推進に一定
の寄与を果たすことができた。
＜事例集の配布・周知＞
・平成24年度:1,100部（市民活動団体、住民組
織、町内会等へ配布したほか、広報紙及び市
ホームページに掲載）

Ａ － 共生まち
づくり課

40　協働の場
づくりのため
のモデル事業
の実施

上越市におけ
る協働のモデ
ル的な事業が
実施され、市
民や職員に
とって、地域
の課題や公共
の課題の解決
に向けた市民
と行政の協働
による取り組

・「新しい公共の場づく
りのための支援事業（県
の補助事業）」の実施。
・新しい公共の場づくり
のための支援事業や地域
活動支援事業におけ
る成果等を踏まえ、新し
い公共に資する上越市の
協働の姿となるようなモ
デル事業を実施し、市民

・「新しい公共の場づくりのための支援事業
（県補助事業）」及び「地域活動支援事業」の
取組内容を検証し、上越市における協働の姿
（モデル）を検討した結果、新しい公共におけ
る協働のあり方を改めて検討する必要が生じた
ため、平成25年度から26年度までの計画の見直
しを行った。
・市民と行政との協働による取組を拡充するた
め、平成25年度に市内の協働事例の調査を行
い、協働の取組を紹介した「新しい公共」事例
集（第2集）を発行し、市民への普及啓発を図る

Ａ － 共生まち
づくり課

協働促
進計画

ティア
活動等
促進計
画

取組項
目の設
定その
ものを
見直し
継続

・現行計画の
取組項目につ
いてはレベル
設定にバラつ
きがある。
このことを踏
まえ、「新し
い公共」や協
働を推進して
いくことに向
け、必要な取
組の一部を切
り取って掲げ
るのではな
く、総合的・
体系的に整理
した上で、具
体的な取組項
目として設定
していく必要
がある。

いくことに向
け、必要な取
組の一部を切
り取って掲げ
るのではな
く、総合的・
体系的に整理
した上で、具
体的な取組項
目として設定
していく必要
がある。

③

目の設
定その
ものを
見直し
継続

③
ティアや市民活動団体の情報を発信するホーム
ページ「ハンドシェイク」を開設し、市民がボ
ランティアに参加しやすい環境整備を図ったこ
とにより、多様な市民活動の広がりに寄与する
ことができた。
＜ホームページのアクセス件数＞
・平成23年度: 1,195件(平成24年2月開設)
・平成24年度:12,289件

向けた普及啓発活動を行
う。

動に参加しや
すい状態にす
る。

による取り組
みが参考にさ
れている状態

デル事業を実施し、市民
に広く周知する。 集（第2集）を発行し、市民への普及啓発を図る

こととした。

- 12 -
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第 5次行政改革大綱等の策定に向けた基本的な考え方について 

 

１ 行政改革の取組を進める上での現状と課題 

⑴ 第 4 次行政改革に基づく取組の中間検証（再掲） 

・ 第 4 次行政改革大綱及び同推進計画（計画期間：平成 23 年度～平成 26 年度）の取組

状況については、受益者負担の適正化など一部で進捗が不十分な取組があったものの、

全体としては、平成 26 年度の目指すべき姿に向け概ね順調に進捗し、将来の財政負担の

軽減等に一定の成果をあげてきたものと考える。 

・ しかしながら、今後一層厳しさを増す財政状況を見据えると、各取組がもたらす削減

効果額は、4年間で約 60 億円程度の見込みであり、財源不足の解消には至らない。また、

各年度の目標は達成しているものの、より実効性のある取組とするために一層の工夫・

改善を要する項目が少なからず見受けられる。 

・ このことから、次期行政改革大綱等の策定に当たっては、実効性の確保の観点から、

全庁一丸となって取り組むべき項目はもとより、実行体制のあり方をあわせて検討して

いく必要がある。 

 

【図表 1】大綱策定に向けた検討フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第 5 次行政改革大綱策定に向けた基本的な考え方 

 

１ 行政改革の取組を進める上
での現状と課題 

⑴ 第 4 次行政改革の中間検証 

⑵ 当市を取り巻く社会経済情
勢の変化等 

ア 外部環境（社会経済情勢の変化） 
イ 内部要因（市政運営上の課題） 

⑶ 第 5 次行政改革に向けた課
題認識 

ア 財政危機への対応 
イ 社会経済情勢の変化や多様化
する市民ニーズへの対応 
ウ 職員数の減、職員構成の変化
への対応 
エ 市民・地域における関係性の
再構築への対応 

⑴ 第 5 次行政改革により何を目指すか（改革により実現したいこと） 
・市政運営、地域を支える行財政基盤が再構築されている状態にあること…具
体的には、市が担うべき役割と範囲が 整理され、シビルミニマムが十分確
保されていること。あわせて、適切な選択と責任の下、必要なサービス・事
業に対し必要な経営資源が充てられる効率的な体制と仕組みが整備されて
いること。将来に向けた価値ある投資が可能な環境が整っていること。 

⑵ 第 5 次行政改革に当たっての基本的視点(検討の切り口) 
 ①財政の健全化 
 ②人材育成、組織風土の改革 
 ③行政運営システムの見直し 
 ④「新しい公共」の創造・推進 

⑶ 第 5 次行政改革大綱に盛り込むべき取組内容 
ア 具体的な取組項目（考え方） 
 
①そのまま継続するもの 
②見直しを行い継続するもの 
③取り止めるもの 
④新たに取り組むべきもの 
 

イ 重点的に取り組むべき事項 

①徹底した事務事業の見直し 
②公の施設の見直し 
③適正な職員定員管理 
④公営企業・特別会計の健
全運営 

※具体的な 
取組は検討中 

「歳出構造改革プラン」の検討 

総合計画 

下支え 
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⑵ 当市を取り巻く社会経済情勢の変化等 

ア 外部環境（社会経済情勢の変化） 

・ 人口減少、少子高齢化の進展等に伴う税収減少等の懸念 

・ 生活様式の多様化等に伴う市民ニーズの変化への対応 

・ 分権型社会への対応 等 

イ 内部要因（市政運営上の課題） 

・ 合併算定替えに伴う普通交付税の大幅な減少、収支不足の懸念（図表 2参照） 

・ 職員数の減少、管理職の大量退職など職員構成の変化（図表 3参照） 

 

⑶ 第 5 次行政改革に向けた課題認識 

ア 財政危機への対応 

・ 将来予測される収支不足が回避できるよう持続可能な財政基盤の確立が必要 

イ 社会経済情勢の変化や多様化する市民ニーズへの対応 

・ 限られた資源（予算、職員）を前提とした行政サービスのあり方、効率的・効果的な

実施方法等の見直しが必要 

ウ 職員数の減、職員構成の変化への対応 

・ 職員の資質向上と今後の職員数等を踏まえた効率的・機動的な組織運営が必要 

エ 市民・地域における関係性の再構築への対応 

・ 協働や新しい公共への理解を深めつつ、自助、共助の促進の道筋を作っていくことが必要 

 

【図表 2】財政計画における年度別収支計画の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

2,121
3,441

6,041
5,619 6,999

（百万円）

（年度）
0

第Ⅱ期第Ⅰ期

歳入合計
歳出合計
歳入不足分

※グラフ上の数値は
財政調整基金を取崩さ
ない場合の歳入不足額

・左記の図は、平成 24
年10月に財政計画を
改訂する際に推計し
た平成32年度までの
一般会計の収支を表
したもの。 
・平成 28 年度以降から
赤字となるが、平成
29 年度までは、財政
調整基金を取り崩す
ことによって収支の
均衡を図る。 
・ただし、平成 30 年度
以降は、毎年 56 億円
から70億円程度の赤
字となる見込み。 
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２ 第 5次行政改革大綱策定に向けた基本的な考え方 

⑴ 第 5 次行政改革により目指すべき姿（改革により実現したいこと） 

・ 社会経済環境の変化や、この間の第 4 次行政改革の取組状況等を踏まえ、第 5 次の行

政改革においては、「すこやかなまち」づくりの推進に向け、市政運営、地域を支える行

財政基盤が再構築されている状態を目指すものとする。 

・ 具体的には、シビルミニマム※が十分確保された中で市が担うべき役割と範囲が整理さ

れていること、あわせて、適切な選択と責任の下、必要なサービス・事業に対し必要な経

営資源が充てられる効率的な体制と仕組みが整備されていること、さらには、当市の活力

向上につながる将来に向けた価値ある投資が可能な環境が整っている状態を目指すものと

する。 

※「シビルミニマム」とは…地方自治体が住民のために備えなければならない最低限の生活環境基準のこと 

 

⑵ 第 5 次行政改革に当たっての基本的視点（検討の切り口） 

・ 前述の課題認識を踏まえ、第 5 次行政改革の検討に当たっての切り口（基本的視点）

を次のとおり整理する。 

基本的視点 
(検討の切り口) 

平成 30 年度末の到達（定性）目標 

①財政の健全化 ・平成 30 年度以降の収支の均衡が見込まれ、健全な財政運営

と適切な行政サービスの提供が図られている状態 

②人材育成、組織風土の

改革 

・職員や組織による主体的・自発的な改善・改革の取組が、

恒常的に行われている状態 

③行政運営システムの

見直し 

・政策・施策の選択と集中を行う中にあって、限られた財源

と人的資源が効果的、効率的に配分され、市民サービスの

最適化と地域の活力向上が図られている状態 ④「新しい公共」の創

造・推進 

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

2,450

2,361
2,317

2,240

2,120
2,052 2,041 2,020

1,992 1,9911,9731,952
1,914

1,868
1,843

1,809 1,790

・14 市町村が合併し
た平成 16 年度の職
員数 2,450 人を基
準とし、定員適正化
計画(Ｈ17年度～23
年度)に基づき、計
画的に削減を実施。 
・平成 24 年度以降は、
現行の定員適正化
計画(Ｈ24年度～32
年度)に基づき、平
成 32 年度の目標職
員数を 1,790 人(Ｈ
23 年度比で 230 人
削減)としている。 
※H16～H25 は実績、
H26～H32 は計画値 

H16⇒H32 で▲660
人、▲26.9％ 

【図表 3】年度別職員数の推移 
（職員数） 

（年度） 
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⑶ 第 5 次行政改革大綱に盛り込むべき取組内容 

ア 具体的な取組項目（設定の考え方） 

・ 第 4次行政改革推進計画の成果の継承と課題の改善 

第4次行政改革推進計画に掲げた40の具体的取組項目については、検証結果を踏まえ、

「そのまま継続するもの」、「見直しを行い継続するもの」、「取り止めるもの」に分類・

整理する。 

なお、具体的な取組の検討に当たっては、実効性のある具体的なプロセス・内容を盛

り込んだ内容とするとともに、成果・効果の測定が容易となるよう明確かつ適切な目標

設定に留意し、的確な進捗管理、毎年度の予算等との連動を図ることとする。 

・ 当市を取り巻く環境（財政状況等）を踏まえた対応 

 歳出構造改革プラン等の検討過程を通じて、「新たに取り組むべきもの」等を抽出し、

新たな項目等を追加する。 

イ 重点的に取り組むべき事項 

・ 普通交付税の合併算定替えの終了や将来の職員数の減少等を見据えるとともに、第 4

次行政改革推進計画の中間検証、歳出構造改革プランの検討状況等を踏まえ、次の項目

について重点的に進めていくことを基本に、今後、全体にわたる具体的な取組項目の詳

細を検討していく。 

① 徹底した事務事業の見直し 

 財源と職員配置を踏まえた事務事業の見直し（適正なサービスのあり方の追求、

スクラップアンドビルドの徹底） 

② 公の施設の見直し 

 施設の再配置（適正な配置、統廃合）はもとより、計画的な保全や維持管理のあ

り方を含めた見直しの実施 

③ 適正な職員定員管理 

 単なる削減ではなく、事務事業の見直し等とリンクした定員管理と組織再編等の

仕組みの確立 

④ 公営企業・特別会計の健全運営 

 公営企業（特別会計）の健全運営、繰出金の適正化の推進 

 

⑷ 第 5 次行政改革大綱等の計画期間 

・ 第 5 次行政改革大綱及び同推進計画の計画期間は、平成 27 年度から平成 30 年度まで

の 4年間とする（総合計画の計画期間との整合を図る）。 
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３ 第 5次行政改革大綱等の策定に向けた検討手順等について 

⑴ 策定過程における検討体制 

ア 庁内検討体制 

・ 庁内検討では、市長を本部長とする行政改革推進本部会議を核とし、庁内関係部局と

の連携・調整を図り策定作業を進めつつ、職員の機運醸成に資する取組を並行して行い、

組織一体となって改革を推進する体制を整えていく。 

・ この間、主任級職員を対象とするワークショップを開催し、改革に当たり重点的・優

先的に取り組むべき事項について検討を行ったほか、行政改革推進本部会議の検討部会

的な位置付けとして主管課長会議を開催し、第 5 次行政改革に向けた課題認識や取組方

向等についての意見交換等を行った。今後は、「（仮称）行革ニュース」の発行、階層別

の研修等の実施等を通じて、職員の意識改革や組織全体の機運醸成を図る。 

・ 行政改革大綱の策定作業と並行して実施する歳出構造改革プランの検討状況を踏まえ、

現行の施策・事業の必要性や実効性等を検証する取組（総点検・総見直し）を実施し、

その成果を本大綱及び同推進計画に反映させる。 

 

イ 市民への説明・意見交換等 

・ 策定委員会等を設置し取りまとめていく手法ではなく、市政モニターや市民の声アン

ケート等の活用、また、地域協議会や町内会、各種市民団体との意見交換等を積極的に

実施し、行政改革の必要性等への理解を求めるとともに、広く市民の声を聴きながら、

その趣旨を踏まえ検討を進めるものとする。 

 

⑵ 検討スケジュール(案) 

・ 平成 26 年 10 月の第 5 次行政改革大綱及び推進計画の策定を目指し、総合計画及び財

政計画との連携を図りながら、検討作業を進めていく。 

時 期 内 容 

平成 25 年 10 月～12 月 第 4次行政改革に基づく取組の中間検証 

11月～ 3月 第 5次行政改革大綱等の素案検討 

12 月 市政モニターアンケートの実施 

平成 26 年  1 月 市民の声アンケートの実施 

1月～ 6月 市民(地域協議会、町内会、市民団体等)への説明・意見交換 

4月～ 7月 第 5次行政改革大綱等の素案策定 

8 月 パブリックコメントの実施 

10 月 第 5次行政改革大綱等の確定・公表 

 

⑶ 進捗管理体制 

・ 第 5 次大綱及び推進計画の進捗管理は、市長を本部長とする上越市行革推進本部会議

において行うものとする。 

・ なお、取組の進捗状況を市議会に説明し、報告するとともに、ホームページ等を活用

し市民に公表する。 


	

